
公益財団法人 全国中小企業取引振興協会 

 

下請取引適正化推進セミナ－テキストの正誤箇所について 

 

平成２８年４月に発行の「下請取引適正化推進セミナーテキスト（実践！下請法）」の記載内容に一部誤り

がありましたので、下記のとおり訂正致します。 

 ご利用いただいた皆様にご迷惑をおかけしましたことをお詫び致します。 

記 

 正  誤 
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Ｑ５．「ボリュ－ムディスカウント等合理

的理由に基づく割戻金」とは、どのよ

うなものか。 

 

Ａ 「ボリュ－ムディスカウント等合理

的理由に基づく割戻金」として考えら

れるのは、現在のところ、ボリュ－ム

ディスカウントのみであり、親事業者

が、下請事業者に対し、一定期間内に

一定数量を超えた発注を達成した場合

に、下請事業者が親事業者に支払う割

戻金のことである。 

   ボリュ－ムディスカウントに当たる

かどうかの判断は、割戻金支払の対象

となる期間、発注数量、割戻金の水準

等について考慮する必要があり、これ

までの発注実績に比べて多く発注する

ことで、下請事業者に相応の利益を生

じさせるものであることが必要であ

る。 

   例えば、直近６か月で１０，０００

個の発注を行っていた場合に、割戻金

支払の対象となる期間を１年とし、そ

の間の発注数量を１５，０００個に設

定する場合などは、期間が異なるので

合理的なボリュ－ムディスカウントと

は認められない。  
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Ｑ５．「ボリュ－ムディスカウント等合理的理由に基

づく割戻金」とは、どのようなものか。 

 

Ａ 下請法においては、発注時の単価を発注後に引

き下げる行為は、下請代金の減額として問題とな

る。 

したがって、単価の引下げ交渉が合意に至った

際に、既に発注済みのものにまで当該新単価を適

用すると、新単価の遡及適用として問題となる。 

   例えば、親事業者と下請事業者とが７月１日に

「本年４月１日発注分から新単価を遡って適用す

る」と合意しても、この合意のとおり４月１日発

注分から遡って新単価を適用すれば、下請代金の

減額として問題となる。また、親事業者と下請事

業者とが６月１日に「本年７月１日納品分から新

単価を適用する」と合意しても、この合意前に発

注していた７月１日以降の納品分に新単価を適用

すれば、下請代金の減額として問題となる。 

このほか、単価の引下げ交渉中は、発注単価が

幾らであるのかが曖昧になりやすいこと（発注書

面に下請代金の額を明確に記載することが重要で

ある。）、「○月○日の納品分から単価を引き下げ

る」という交渉を行うと、旧単価で発注されてい

るにもかかわらず、納品時期を判断材料に新単価

を適用してしまいやすいことにも留意する必要が

ある。 

  なお、下請事業者から新単価を記載した見積書

が提出されただけでは合意したことにはならない

ことにも留意する必要がある。 

 


